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1.  22年3月期の業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 12,167 △6.5 22 △79.7 20 △79.4 26 503.3
21年3月期 13,010 △11.3 110 △57.8 98 △65.0 4 △96.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 1,240.84 ― 1.3 0.4 0.2
21年3月期 198.93 ― 0.2 2.2 0.8

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 4,575 2,053 44.9 96,702.55
21年3月期 4,479 2,108 47.1 96,951.47

（参考） 自己資本   22年3月期  2,053百万円 21年3月期  2,108百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 △216 48 400 791
21年3月期 559 36 △357 560

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 2,500.00 ― 2,500.00 5,000.00 110 2,513.4 5.1
22年3月期 ― ― ― 2,000.00 2,000.00 42 161.2 2.1
23年3月期 

（予想）
― ― ― 2,000.00 2,000.00 91.9

3.  23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

5,983 1.9 10 216.9 9 418.2 0 ― ―

通期 12,500 2.7 110 392.6 106 421.9 46 73.9 2,175.34
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 22,965株 21年3月期 22,965株
② 期末自己株式数 22年3月期  1,727株 21年3月期  1,220株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、3ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

- 2 -



(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度におけるわが国経済は、政府による家電エコポイント制度やエコカー補助・減税等の経済対策効果によ

り一部で明るい兆しが見受けられるものの、雇用状況の厳しさや所得減少は改善されず、個人消費は一段と弱い動き

となっております。 

 パソコン業界においては、電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）の発表によると、パソコンの国内出荷台数は前年

同期比8.3％の増加となりましたが、出荷金額については9.2％の減少となっております。平成21年10月に新ＯＳ（基

本ソフト）であるWindows７（セブン）の発売が起爆剤となり販売台数は増加。しかし、前期好調に推移していた本

体サイズの小さいミニノートパソコンが性能・機能面の物足りなさから、売れ筋は従来のＡ４サイズのノートパソコ

ンに戻る動きが見られたものの、デフレの影響により販売単価は従来よりも著しく低下しており、金額ベースでは減

少傾向に転じている状況であります。その他の関連商品につきましても、デフレ傾向によりハードディスクや液晶デ

ィスプレイなど主力のパソコン周辺機器を中心に販売単価の下落が続いており、売上高の確保が困難な状況にありま

す。また家電エコポイント制度により消費者が液晶テレビ等の対象商品に流れる動きも強く、パソコン業界にとって

は大きな逆風となりました。 

 バイク業界においては、日本自動車工業会（ＪＡＭＡ）の統計によると、二輪車の販売・出荷台数は前年同期比

25.0％の減少と大幅な下落傾向が続いております。 

 このような状況下で当社は、パソコン事業においては、改めてパソコン本体の販売強化を図るため、競合他店で扱

いの少ないメーカー・商品の品揃えに力を入れることで、パソコン専門店としての品揃えの差別化と商品提案力の強

化に取り組んでまいりました。この結果、パソコン本体の販売台数は前年同期比32.7％の増加、売上高は前年同期比

14.8％の増加となり、台数・売上高ともに前年同期を上回る実績となりました。 

 しかし、パソコン本体の低価格・高性能化に伴い、これまで主力であったＤＯＳ／Ｖパーツの売上が低迷しまし

た。また、取扱い商品の全体的な価格下落の要因等により、パソコン事業の売上高は10,077,725千円（前年同期比

9.1％減）となりました。 

 バイク事業においては、オイルなどの消耗品は堅調に推移したものの、主力であるヘルメットが自社開発製品の新

規導入商品の入れ替え時期で売上に寄与できなかった点や、異常気象による冷夏・暖冬の影響でジャケット類の売上

が低迷したため売上高は減少しました。この結果、バイク事業の売上高は785,742千円（前年同期比16.7％減）とな

りました。なお、ヘルメットの自社開発製品に関しては、新規商品の導入が完了したため、今後の売上増加を見込ん

でおります。 

 インターネット通信販売サイト「ｅ－ｚｏａ．ｃｏｍ」は、サイト認知度の高まりによる利用客の増加傾向が続い

ており、売上高は1,263,934千円（前年同期比29.4％増）となりました。液晶テレビなど新規取扱い商品が好調で、

売上高を大きく伸ばす要因となりました。今後も取扱い商品を増やしていくとともに、リアル店舗との融合や納品ま

でのリードタイム短縮等、利便性向上に努めて利用客の増加による売上拡大に取り組んでまいります。 

 その他、当事業年度からＬＥＤ電球及び関連商品の販売を新たに開始し、売上高の増加に取り組んでまいりまし

た。競合他店では扱っていないメーカー製品の取扱いや、コンピュータプラザＺＯＡ秋葉原店にてＬＥＤ専用フロア

を新設し、個人客のみならず法人客に対しても提案・販売できる売り場づくりを進め、一般的になりつつあるＬＥＤ

電球の販売において差別化を図ってまいりました。当事業年度におけるＬＥＤ電球及び関連商品の売上高は39,622千

円でした。 

 コスト面に関しては、従来から導入しております「差配システム」を活用したスケジュール管理の徹底により生産

性向上が図られた影響で、人員の適正化が図られ、人件費の抑制につながっております。また、一部店舗・事務所の

照明をＬＥＤ化することで、光熱費の削減に努めております。これらの取り組みにより販売費および一般管理費は前

年同期比10.4％減少しており、収益性が向上しております。 

 また、沼津駅北口の再開発に伴う移転補償金を特別利益として43,439千円計上したことにより、当期純利益は増加

しました。 

 以上の結果、当事業年度の業績については、売上高12,167,025千円（前年同期比6.5％減）、経常利益20,309千円

（前年同期比79.4％減）、当期純利益26,561千円（前年同期比503.3％増）となりました。 

  

１．経営成績
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（次期の見通し） 

 次期の見通しにつきましては、、雇用不安や個人所得の伸び悩みにより、個人消費は引き続き低調に推移すると見

込まれます。また、家電エコポイント制度が平成22年12月末まで継続されることが決定したため、同制度対象商品の

取扱いがほとんどない当社にとっては、引き続き顧客の獲得が難しい状況が続きます。 

 このような経営環境のもと、パソコン事業においては、今後も価格下落が続くものと想定されますが、パソコン販

売台数を増加させることで、売上高の増額に取り組んでまいります。そのために、専門店としての知識・接客力の向

上と品揃え強化を図るとともに、競合他店に売り負けない体制を構築するべく、仕入力・販売力の強化に取り組んで

まいります。 

 また、当事業年度においてはＬＥＤ電球の扱いを開始しましたが、これら新規商材の販売拡大やさらなる新規商材

の取り扱い等の実践及び新たに立ち上げる予定であります会員制「ＺＯＡ ＣＬＵＢ」の導入により、パソコン関連

商品の単価下落の対策を行い、売上拡大に取り組んでまいります。 

 バイク事業については、今後も二輪車の販売・出荷台数の伸び悩みが懸念されますが、継続的にご利用いただける

リピーター顧客を増やすため、客層に適した品揃えの強化と、顧客のニーズに応える自社開発商品の新規導入に注力

してまいります。 

 また、インターネット通販事業については、魅力あるサイト作りと店頭受取などリアル店舗との融合を更に強化す

ることで売上の拡大を図ってまいります。 

 これらの取り組みにより、売上高は前期比102.7％を予想しております。利益面につきましては、パソコン本体及

び関連商品の粗利率低下やインターネット通販の拡大等の利益減少要因はありますが、会員制の導入・新規商材の売

上拡大等によりこれら利益減少要因をカバーすることで、利益の増加を予想しております。 

 以上のことから、当社の次期の業績予想は次のとおりであります。 

  

平成23年３月期の業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

売  上  高  12,500,000千円 （前期比2.7%増） 

営 業 利 益     110,000千円 （前期比392.6%増） 

経 常 利 益     106,000千円 （前期比421.9%増） 

当 期 純 利 益      46,200千円 （前期比73.9%増） 
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末における総資産は、前期末に比べ96,775千円増加し、4,575,803千円となりました。その主たる要因

は、現金及び預金が231,582千円、未収入金が94,697千円それぞれ増加し、たな卸資産が104,638千円、前払費用が

51,303千円それぞれ減少したこと等によるものであります。 

 負債については、151,216千円増加し、2,522,034千円となりました。その主たる要因は、長期借入金が523,658千

円増加、買掛金が261,802千円、１年内返済予定の長期借入金が41,650千円、ポイント引当金が24,345千円それぞれ

減少したこと等によるものであります。 

 また、純資産については、54,440千円減少し、2,053,768千円となり、当事業年度末における自己資本比率は

44.9%、１株当たりの純資産は96,702円55銭となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ231,582千円増加し、

791,664千円（前年同期比41.3%増）となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減

要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、216,603千円の支出超過（前期は559,718千円の収入超過）となりました。

その主たる要因は、税引前当期純利益52,833千円を計上し、たな卸資産が104,638千円、仕入債務が261,802千円それ

ぞれ減少し、未収入金が94,697千円増加したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、48,015千円の収入超過（前期は36,526千円の収入超過）となりました。こ

れは、主に子会社の清算による収入43,481千円、差入保証金の回収による収入20,849千円、固定資産の取得による支

出9,092千円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、400,363千円の収入超過（前期は357,131千円の支出超過）となりました。

これは、長期借入れによる収入1,000,000千円、長期借入金の返済による支出517,992千円、配当金の支払額55,004千

円、自己株式の取得による支出26,639千円があったことによるものであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

２．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。 

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

４．平成20年３月期及び平成22年３月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスとなっているため、キャッシ

ュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては記載しておりません。 

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 

自己資本比率（％） 43.8 47.1  44.9

時価ベースの自己資本比率（％） 34.9 25.2 24.6 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） －  1.8 －  

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） －  34.3  －
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識しております。配当に関しましては、業績に応

じて実施することを基本としており、企業体質の強化と積極的な事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案

して総合的に決定する方針であります。 

 当事業年度の配当につきましては、安定的な配当を継続したいと考え、１株当たり2,000円の期末配当を予定して

おります。 

 また、次期の配当につきましては、経営環境の先行きが不透明な中ではありますが、上記方針に基づいて、期末に

１株当たり2,000円の配当を予定しております。なお、中間配当は実施せず、期末配当のみを予定しております。 

   

(4）事業等のリスク 

 当社の経営成績及び財務状況等に関するリスクとして投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあると考えられ

る主なものとしては、以下のものがあります。当社は、これらのリスクを十分認識したうえで、発生の予防、回避及

び発生時の対応に最大限の努力をしてまいります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

①出店政策 

 当社は、中古の居抜物件を中心とした出店を原則としております。それは、当社が新規出店する際の出店先の選定

にあたって、店舗の採算性を最も重視しており、敷金あるいは保証金、賃料等の出店条件、商圏内人口や競合店状

況、周辺商環境等について事前に立地調査を行い、投資回収期間及び利益予測等を実施し、一定条件を満たす物件の

みを出店対象店舗としているからです。 

 そのため、当社の出店条件に一致する物件を確保できない場合には出店数が未達成となり、また出店したとしても

見込どおりの売上高及び利益が達成できない場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②パソコン及び周辺機器等の販売単価について 

 当社の主力商品である、パソコン及び周辺機器等の販売単価は毎年下落傾向にありますが、急激な販売単価の下落

が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③競合について 

 当社を取り巻く市場環境は、家電・カメラ量販店、パソコン専門店、パソコンパーツ専門店など各社が、市場シェ

ア拡大のための出店競争や値引き競争が激化しております。そのため、販売単価の下落や利益率の低下などの厳しい

経営環境におかれております。そのような中で当社は、ただ価格の安さのみを訴求していく販売ではなく、パソコン

及び関連商品等の有形商材と「サービス＆サポート」等の無形商材を組み合わせた総合サービスを付加価値としてお

客様に提供することにより、競合他社との差別化を図り、この厳しい環境に対応していく方針であります。しかし、

今後の市場動向や環境、競合他社の進展状況によっては、当社における今後の財政状況及び経営成績に影響を与える

可能性があります。 

  

④たな卸資産について 

 当社では、仕入を担当する商品企画チームと販売を担当する店舗双方が連携を取り合いながら、お客様のニーズに

あった新規商材の発掘、すでに店舗在庫となっている商品を調整するため「売れていない店舗」から「売れている店

舗」への商品の店舗間移送、ＰＯＳ（販売時点情報管理）データを分析することで新規導入商品の適切な販売価格や

在庫量の調整をするなどの施策を継続して実施することにより、在庫回転期間の短縮や在庫残高の減少に努めており

ます。しかし、当社の品揃えがお客様のニーズの変化に十分対応できない場合には、たな卸資産が増加し、当社にお

ける今後の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 
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⑤法的規制について 

(イ)大規模小売店舗立地法 

 当社は小売業を営む企業として、店舗面積が1,000平方メートルを超える店舗を出店する場合、その店舗の立地に

伴い発生する交通渋滞、騒音、廃棄物など周辺生活環境への影響に配慮し、店舗が立地する都道府県に対して届出を

しなければならない規制があります。当社では新規出店を行う際の時間や経費などの効率面を重視し、大規模小売店

舗立地法の規制対象外の規模での出店を基本方針としております。しかし、今後当社が取扱商材の大幅な見直し等で

出店政策を変更した場合や、大規模小売店舗立地法に改正があった場合には、当社における今後の財政状態及び経営

成績に影響を与える可能性があります。 

  

(ロ)景品表示法 

 販売者が不当な景品類の提供や不当な表示をすることによって生じる顧客への誘因を防止し、消費者を保護するこ

とを目的として、景品類の提供や商品・役務の取引に関する表示についての規制を定めているのが景品表示法であり

ます。当社が販売を促進するために提供する景品類やサービス、又はチラシやプライスカードなどに表示する価格等

の内容はこの法律によって規制されております。当社では、この法律を遵守するため、チラシ等作成時には社内にお

ける複数の部署において厳重なるチェックを実施しており、規制の範囲を超えたサービスの提供や表示が無いように

徹底しております。しかし、万一誤って規制を超えるサービスの提供や表示をした場合、また景品表示法に変更があ

った場合には、当社の信用や業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(ハ)個人情報保護法 

 平成15年５月に「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）が成立し、平成17年４月１日より5,000件以

上の個人情報を取り扱う事業者は、個人情報取扱事業者として一定の義務を負うこととなっております。当社も店舗

において当社の会員制度、提携クレジットカード、回線・ＩＳＰ（インターネット・サービス・プロバイダ）などの

取次や申込の受付業務をすることでお客様の個人情報を扱っており、個人情報取扱業者の対象となります。従って個

人情報の収集・管理にあたっては十二分な対応ができるように、平成15年10月１日に個人情報の保護・管理に関する

「個人情報保護管理規程」を策定し、従業員はもとより、短期契約のアルバイトに対しても規程内容の徹底や、個人

情報を取扱う業務に関する具体的な手順などといった内容の定期的な研修会を開くなどの対策を実施しておりますの

で、個人情報が漏洩する可能性は低いと考えておりますが、何らかの原因により万一情報が流出し、あるいは不正使

用された場合には、当社の信用を失堕し、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(ニ)その他の法的規制 

 その他、パソコンやディスプレイなど当社で取扱う商品の廃棄に対して資源の有効利用と廃棄物の発生抑制、環境

の保全を目的とした、「資源有効利用促進法」「廃棄物処理法」などの規制があり、これらの法律に変更があった場

合には、当社における今後の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

 当社の取扱う商品の一部は、「電気用品安全法」（ＰＳＥ法）に定められた「電気用品」に該当するため、この法

律による規制を受けております。 

  

⑥為替レート変動による影響について 

 当社は、国内及び海外の仕入先から商品仕入に対する決済を米ドルにて行う場合があります。平成22年３月期にお

ける仕入先に対する外貨決済額は179,883千円となっております。 

 このため、為替レートの変動により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦敷金又は保証金について 

 当社は、賃借による出店を基本としております。このため、店舗用物件の契約時に賃貸人に対して敷金又は保証金

を差入れております。差入保証金の残高は、平成22年３月期末において404,332千円（総資産の8.8%）であります。 

 当該保証金は、期間満了時等による契約解消時に契約に従い返還されることになっておりますが、賃貸人の経済的

破綻等によりその一部又は全額が回収できなくなる可能性があります。また、契約に定められた期間完了日前に中途

解約をした場合は、契約内容に従って契約違約金の支払いが必要となる場合があります。 
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 当社は、情報機器店頭小売販売事業を行っております。当社のその他の関係会社であるダイワボウ情報システム株式

会社は、情報機器卸売等販売事業を行っており、当社は同社からパソコン及び関連商品の仕入を行っております。 

 なお、前事業年度においてその他の関係会社となりました大和紡績株式会社はダイワボウホールディングス株式会社

に商号変更を行いました。ダイワボウホールディングス株式会社と当社との重要な営業上の取引はありません。 

 当社は情報機器小売販売事業を行っており、パソコン専門店「ＯＡナガシマ」「コンピュータプラザＺＯＡ」「パソ

コンの館」、バイク用品専門店「ＢＹＱ－ＰＬＡＺＡ」等の経営をしております。 

 当社が取扱っている商品及びサービスは次のとおりであります。 

  

 当社グループの事業における位置付け及び事業内容を系統図で示すと次のとおりであります。 

  

 

２．企業集団の状況

品 目 主な商品及びサービス 

パソコン本体系商品 パソコン本体、プリンター、デジタルカメラ等 

周辺機器 ディスプレイ、ハードディスク、外部記憶装置、内部記憶装置、デジタル家電等  

ＤＯＳ／Ｖパーツ ＣＰＵ、メモリー、ドライブ、マザーボード等の組立パソコン用パーツ類  

ソフト・サプライ 
ビジネスソフト、ゲームソフト、ＰＣアクセサリー、インク、メディア、バッグ、

マウス等  

バイク用品 ヘルメット、ジャケット、グローブ等  

サービス＆サポート 
ＺＯＡ安心サポートパック、修理、サポート、ＩＳＰ（インターネット・サービ

ス・プロバイダ）取次、ロングラン保証、電話サポート等  
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は「お客様の感動と会社の成長と社員の成長を一致させよう」という「三位一致」を企業理念としておりま

す。 

 パソコン小売市場におきましては、販売価格の大幅な下落、家電量販店との価格競争の激化など厳しい状況が続い

ておりますが、このような状況の中で当社は、お客様との接客・対話を重視し、お客様に適した商品やサービスを提

供する「接客小売業」を強化しております。これにより、お客様に満足していただける販売を行うことで、再来店率

の向上、お客様のご紹介・口コミによる売上拡大に取り組んでおります。 

 また、パソコン関連商品に限らず、バイク用品などの非ＰＣ部門の取扱を強化することで、新たな客層の開拓によ

る来店客数の増加を図ると共に、収益性の向上を図ってまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は、事業の発展及び収益の継続的な拡大を通じて企業価値を高めていくことを目標としております。 

 そのために、パソコン及び関連商品とサービス＆サポートとのセット販売の促進、収益性の高い非ＰＣ部門の販売

強化による売上・利益の拡大、また管理体制の強化によりムリ・ムラ・ムダを取り除くことで経費削減を図り、これ

を実現させたいと考えております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は顧客に「安心と感動」を与える販売が必要であると考えております。そのために、商品単体の販売ではな

く、関連商品やサービス＆サポートとのセット販売による付加価値販売を今後も推進してまいります。そのために、

当社の中心顧客層でありますアクティブ・ミドル層から接客・対話により情報収集を行い、顧客の要望に応えられる

サービス＆サポートの導入・検討を行ってまいります。 

 また、非ＰＣ分野の販売を強化し、収益性の高い商品の取扱を増加させることで、更なる収益の向上を図ります。

現在取り組んでおりますバイク用品の販売、インターネット通販の拡大、ＬＥＤ電球の取り扱いなど、非ＰＣ分野に

おける新規商材の導入を進めることで、多くの顧客に対して魅力ある商品を提供していく所存です。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

 今後の見通しにつきましては、雇用不安や個人所得の伸び悩みにより、個人消費は引き続き低調に推移すると見込

まれます。 

 パソコン事業については、今後も価格下落が続くものと想定されますが、パソコン販売台数を増加させることで、

売上高の増額に取り組んでまいります。そのために、専門店としての知識・接客力の向上と品揃え強化を図るととも

に、競合他店に売り負けない体制を構築するべく、仕入力・販売力の強化に取り組んでまいります。 

 また、当事業年度においてはＬＥＤ電球の取り扱いを開始しましたが、これら新規商材の販売拡大やさらなる新規

商材の取り扱い等の実践及び新たに立ち上げる予定であります会員制「ＺＯＡ ＣＬＵＢ」の導入により、パソコン

関連商品の単価下落の対策を行い、売上拡大に取り組んでまいります。 

 バイク事業については、今後も二輪車の販売・出荷台数の伸び悩みが懸念されますが、継続的にご利用いただける

リピーター顧客を増やすため、客層に適した品揃えの強化と、顧客のニーズに応える自社開発商品の新規導入に注力

してまいります。 

 また、インターネット通販事業については、魅力あるサイト作りと店頭受取などリアル店舗との融合を更に強化す

ることで売上の拡大を図ってまいります。 

 今後もお客様からご支持いただけるように、接客サービスの向上と顧客ニーズに合わせた魅力ある商品の品揃えを

強化することで、リピーター顧客の増加を目指し、地域に根ざした経営を実践してまいります。 

  

(5）内部管理体制の整備・運用状況 

 当社は、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内

部統制システムを構築しております。 

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、代表取締役社長自らが使用人に対して繰り返し企業理念の精神を伝えることにより、法令及び定款に遵守

した行動がとられる経営体制の確立に努めております。 

 また、社内におけるコンプライアンス違反行為が行われ、もしくは行われようとしていることに気付いたときに

は、公益通報制度運用規程に従い、公益通報窓口部門である管理本部を通じて会社に通報できる内部通報制度を整備

しております。なお、通報者の正当な行為に関しては当規程において保護され、不利益となる扱いは受けません。加

えて、管理本部長をコンプライアンス委員長とするコンプライアンス委員会規程を設けており、事業運営におけるコ

ンプライアンスの徹底を図っております。 

３．経営方針
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 その他の重要な法務的問題及びコンプライアンスに関する事項については、顧問弁護士と協議し、指導を受けるこ

ととしております。 

 監査役は、当社のコンプライアンスの状況を監査すると共に、コンプライアンス委員会から報告を受け、その運営

を監査します。 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 当社は、文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等という。）に記

録し、保存をしております。取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものと

しております。 

 また、情報の管理については、営業秘密に関する管理規程及び個人情報保護管理規程に従い対応しております。 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社において横断的に潜在するリスクについて、管理本部を主管として常にリスク管理状況の把握に努めること

で、その顕在化を未然に防止するように取り組んでおります。 

 また、顕在化した場合においては、代表取締役社長を本部長とする対策本部の設置を経営危機管理規程に定めてお

り、この定めに従い対応することで、当社の財産及び業績に対する影響を最小限に留める体制を構築しております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

 当社は、原則として毎月１回以上の取締役会を開催し、経営戦略・事業計画等の重要事項の決定並びに取締役の業

務執行状況の監督等を行っております。 

 業務運営については、事業環境を踏まえた経営計画及び年度予算を策定し、目標を設定するとともに、各所轄部署

においては、その目標達成に向けて具体策を検討・実施しております。 

 上記の進捗について、投資家その他ステークホルダーの理解を得ることが、効率的な運用には不可欠と考え、年１

回以上のアナリスト、機関投資家を対象とした会社説明会を開催しております。 

⑤当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 関係会社管理規程に従い、関係会社の経営管理及び内部統制の実効性を高める施策を実施するとともに、必要に応

じて指導・支援を行うこととしております。 

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

 現在、監査役の職務を補助すべき使用人は設けておりませんが、今後、監査役は、必要に応じて代表取締役社長と

協議のうえ、職務を補助すべき使用人を指名し、監査業務に必要な事項を命令することができるものとします。 

⑦前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役は、監査役補助者の人事異動について人事担当取締役から事前に報告を受け、必要な場合は理由を付して変

更を申し入れることができることとします。また、監査役補助者は、業務の執行に係る役職を兼務しないものとしま

す。 

⑧取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

 取締役及び使用人は、当社に重大な影響を及ぼす事項、コンプライアンス違反行為に関する事項を発見したとき

は、監査役に対して当該事実を速やかに報告することとしております。 

 また、取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告するこ

ととしております。 

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は、取締役会のほか社内において実施される重要な会議に出席できるものとし、取締役の職務執行に対して

厳格な監督を行い、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役にその説明を求めるこ

ととしております。 

⑩財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 

 金融商品取引法及びその他の法令の定めに従って、財務報告に係わる内部統制が有効かつ適切に行われる体制の整

備、運用、評価を継続的に行い、財務報告の信頼性と適正性を確保いたします。 

⑪反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

  市民社会の秩序や企業の健全な活動を脅かす反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、さらに反社会的勢

力及び団体からの要求を断固拒否し、これらと関わりのある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わないとする方

針を堅持いたします。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 560,081 791,664

売掛金 216,426 239,906

商品 1,885,781 1,782,644

貯蔵品 5,690 4,189

前払費用 85,563 34,259

繰延税金資産 60,855 70,287

仮払金 2,888 10,412

未収入金 6,452 101,149

その他 246 33,168

貸倒引当金 △4,219 △4,264

流動資産合計 2,819,768 3,063,418

固定資産   

有形固定資産   

建物 766,282 752,804

減価償却累計額 △448,035 △462,705

建物（純額） 318,247 290,098

構築物 100,102 98,355

減価償却累計額 △71,114 △73,696

構築物（純額） 28,988 24,658

機械及び装置 38,000 38,000

減価償却累計額 △30,598 △31,893

機械及び装置（純額） 7,401 6,106

車両運搬具 30,948 31,114

減価償却累計額 △24,782 △27,726

車両運搬具（純額） 6,165 3,388

工具、器具及び備品 328,474 318,776

減価償却累計額 △287,900 △295,127

工具、器具及び備品（純額） 40,573 23,649

土地 654,403 654,403

有形固定資産合計 1,055,781 1,002,305

無形固定資産   

電話加入権 8,888 8,888

ソフトウエア 46,885 27,254

商標権 667 949

無形固定資産合計 56,441 37,092

投資その他の資産   

関係会社株式 43,481 －

出資金 6,285 6,285

長期前払費用 735 652

繰延税金資産 50,795 33,936

差入保証金 419,412 404,332

その他 26,327 27,780

投資その他の資産合計 547,037 472,987

固定資産合計 1,659,259 1,512,384

資産合計 4,479,028 4,575,803
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1  999,365 ※1  737,563

1年内返済予定の長期借入金 517,992 476,342

未払金 53,951 44,638

未払費用 30,510 29,156

未払法人税等 29,377 12,840

未払配当金 1,515 873

未払消費税等 32,230 8,557

前受金 6,794 7,203

預り金 14,131 14,194

賞与引当金 48,014 42,609

ポイント引当金 61,074 36,729

その他 1,013 636

流動負債合計 1,795,971 1,411,344

固定負債   

長期借入金 495,842 1,019,500

長期未払金 － 24,249

退職給付引当金 55,905 66,940

役員退職慰労引当金 23,099 －

固定負債合計 574,846 1,110,689

負債合計 2,370,818 2,522,034

純資産の部   

株主資本   

資本金 331,986 331,986

資本剰余金   

資本準備金 323,753 323,753

資本剰余金合計 323,753 323,753

利益剰余金   

利益準備金 25,000 25,000

その他利益剰余金   

別途積立金 1,370,700 1,370,700

繰越利益剰余金 154,222 126,421

利益剰余金合計 1,549,922 1,522,121

自己株式 △97,452 △124,091

株主資本合計 2,108,209 2,053,768

純資産合計 2,108,209 2,053,768

負債純資産合計 4,479,028 4,575,803
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 13,010,085 12,167,025

売上原価   

商品期首たな卸高 2,555,276 1,885,781

当期商品仕入高 ※1  10,152,070 ※1  10,179,629

合計 12,707,347 12,065,411

商品期末たな卸高 1,885,781 1,782,644

商品売上原価 ※2  10,821,565 ※2  10,282,767

売上総利益 2,188,519 1,884,257

販売費及び一般管理費   

役員報酬 77,673 58,435

給料及び賞与 774,090 693,615

福利厚生費 105,088 95,280

賞与引当金繰入額 48,014 42,609

退職給付費用 10,679 11,620

役員退職慰労引当金繰入額 4,791 1,150

広告宣伝費 131,610 126,652

賃借料 390,555 363,832

消耗品費 16,363 12,798

水道光熱費 102,927 89,673

減価償却費 62,520 51,987

支払手数料 109,750 99,221

その他 244,450 215,051

販売費及び一般管理費合計 2,078,516 1,861,928

営業利益 110,003 22,329

営業外収益   

受取利息 276 168

受取手数料 17,273 14,657

受取保険金 2,591 2,744

その他 10 －

営業外収益合計 20,152 17,570

営業外費用   

支払利息 15,130 18,237

シンジケートローン手数料 15,000 －

為替差損 899 511

その他 480 841

営業外費用合計 31,510 19,590

経常利益 98,645 20,309

特別利益   

前期損益修正益 6,600 －

固定資産売却益 ※3  59 －

収用補償金 － 43,439

特別利益合計 6,659 43,439

特別損失   

固定資産除却損 367 2,669

減損損失 ※4  6,412 ※3  8,245

関係会社株式評価損 56,518 －

特別損失合計 63,298 10,915

税引前当期純利益 42,005 52,833

法人税、住民税及び事業税 35,015 18,845

法人税等調整額 2,587 7,426

法人税等合計 37,602 26,271

当期純利益 4,403 26,561
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 331,986 331,986

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 331,986 331,986

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 323,753 323,753

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 323,753 323,753

資本剰余金合計   

前期末残高 323,753 323,753

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 323,753 323,753

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 25,000 25,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,000 25,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 1,370,700 1,370,700

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,370,700 1,370,700

繰越利益剰余金   

前期末残高 261,514 154,222

当期変動額   

剰余金の配当 △111,695 △54,362

当期純利益 4,403 26,561

当期変動額合計 △107,291 △27,801

当期末残高 154,222 126,421

利益剰余金合計   

前期末残高 1,657,214 1,549,922

当期変動額   

剰余金の配当 △111,695 △54,362

当期純利益 4,403 26,561

当期変動額合計 △107,291 △27,801

当期末残高 1,549,922 1,522,121

自己株式   

前期末残高 △61,620 △97,452

当期変動額   

自己株式の取得 △35,831 △26,639

当期変動額合計 △35,831 △26,639

当期末残高 △97,452 △124,091
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 2,251,333 2,108,209

当期変動額   

剰余金の配当 △111,695 △54,362

自己株式の取得 △35,831 △26,639

当期純利益 4,403 26,561

当期変動額合計 △143,123 △54,440

当期末残高 2,108,209 2,053,768

純資産合計   

前期末残高 2,251,333 2,108,209

当期変動額   

剰余金の配当 △111,695 △54,362

自己株式の取得 △35,831 △26,639

当期純利益 4,403 26,561

当期変動額合計 △143,123 △54,440

当期末残高 2,108,209 2,053,768

- 15 -

㈱ＺＯＡ（3375）　平成22年３月期　決算短信（非連結）



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 42,005 52,833

減価償却費 84,919 72,513

減損損失 6,412 8,245

関係会社株式評価損 56,518 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 409 45

賞与引当金の増減額（△は減少） △13,042 △5,405

ポイント引当金の増減額（△は減少） △14,824 △24,345

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,127 11,035

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,080 △23,099

受取利息及び受取配当金 △276 △168

支払利息 15,130 18,237

為替差損益（△は益） △394 193

売上債権の増減額（△は増加） 42,231 △23,070

未収入金の増減額（△は増加） △1,631 △94,697

たな卸資産の増減額（△は増加） 669,274 104,638

仕入債務の増減額（△は減少） △215,864 △261,802

前払費用の増減額（△は増加） － 50,721

未払金の増減額（△は減少） △10,165 △9,313

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,786 △56,604

その他 △9,176 15,655

小計 669,521 △164,386

利息及び配当金の受取額 276 168

利息の支払額 △16,338 △17,654

法人税等の支払額 △93,740 △34,730

営業活動によるキャッシュ・フロー 559,718 △216,603

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,884 △7,998

有形固定資産の売却による収入 72 －

無形固定資産の取得による支出 △2,866 △1,094

子会社の清算による収入 － 43,481

差入保証金の差入による支出 △4,690 △5,769

差入保証金の回収による収入 59,358 20,849

保険積立金の積立による支出 △1,462 △1,453

投資活動によるキャッシュ・フロー 36,526 48,015

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △150,000 －

長期借入れによる収入 － 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △59,666 △517,992

自己株式の取得による支出 △35,831 △26,639

配当金の支払額 △111,634 △55,004

財務活動によるキャッシュ・フロー △357,131 400,363

現金及び現金同等物に係る換算差額 394 △193

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 239,507 231,582

現金及び現金同等物の期首残高 320,574 560,081

現金及び現金同等物の期末残高 560,081 791,664
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

２．デリバティブの評価基準及

び評価方法 
 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

商品     移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の 

低下に基づく簿価切り下げの方法）  

貯蔵品  最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の 

低下に基づく簿価切り下げの方法） 

商品     移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の 

低下に基づく簿価切り下げの方法）  

貯蔵品           同左 

（貸借対照表価額については収益性の 

低下に基づく簿価切り下げの方法） 

４．固定資産の減価償却の 

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 但し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

 建物        15～34年 

 工具、器具及び備品 ３～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。自社利

用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額の内、当期負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務見込額に基

づき発生していると認められる額を計

上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当期末退職金要支給

額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 当社は、従来、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を役員退職慰労引当金として

計上しておりましたが、平成21年６月

24日開催の定時株主総会において役員

退職慰労金制度廃止にともなう打切り

支給議案が承認可決されました。 

 これに伴い、役員退職慰労引当金を

取崩し、打切り支給額の未払分を固定

負債の長期未払金に計上しておりま

す。 

  (5）ポイント引当金 

 ポイント制度におけるポイント使用に

よる売上値引に備えるため、未使用かつ

未失効のポイント期末残高に対し、過去

の失効実績率を基に算定した翌期以後の

使用見込額を計上しております。 

(4）ポイント引当金 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジの方法 

 金利スワップ取引について、金融商品

会計基準に定める特例処理を行っており

ます。 

(1)ヘッジの方法 

同左 

  (2)ヘッジ方針 

 当社の事業遂行に伴い発生するリスク

の低減を目的として、それぞれのリスク

に応じたヘッジ手段を適切かつ適時に実

行する方針であります。 

(2)ヘッジ方針 

同左 

  (3)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

(3)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・同左 

ヘッジ対象・・・同左 

  (4)ヘッジ有効性の評価方法 

 当社の利用している金利スワップ取引

は金融商品会計基準に定める特例処理の

要件を満たしており、有効性の評価を省

略しております。 

(4)ヘッジ有効性の評価方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

８．キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期の到来する、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投

資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として移動平均法による低価法によっておりまし

たが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原

価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定しております。 

 なお、従来の方法によった場合と比べ、損益に与える

影響はありません。  

―――――― 

  

リース取引に関する会計基準 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。 

 なお、従来の方法によった場合と比べ、損益に与える

影響はありません。  

―――――― 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１．関係会社に対する負債には区分掲記されたものの

他、次のものがあります。 

※１．関係会社に対する負債には区分掲記されたものの

他、次のものがあります。 

買掛金 499,990千円 買掛金 千円313,962

 ２．コミットメントライン（特定融資枠契約） 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行３行とコミットメントライン（特定融資枠契

約）を締結しております。この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 コミットメントライン総額    1,000,000千円 

 借入実行残高 ─   

 借入未実行残高    1,000,000千円 

────── 
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

当期商品仕入高 4,071,460千円 当期商品仕入高 千円3,900,653

※２．商品の期末たな卸高に対して収益性の低下により帳

簿価額を切り下げた金額は売上原価に12,271千円含

まれております。 

※２．商品の期末たな卸高に対して収益性の低下により帳

簿価額を切り下げた金額は売上原価に 千円含

まれております。 

11,426

※３．固定資産売却益は、車両運搬具の売却によるもので

あります。 

  

※４. 減損損失 ※３. 減損損失 

    当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

    当社は、店舗設備については各店舗毎にグルーピン

グを行っており、本社設備及び物流設備（ロジステ

ィックスセンター）については、共用資産としてグ

ルーピングを行っております。 

 上記記載の設備は移転により閉鎖が決定した店舗

設備又は販売不振のため使用価値が見込めない事業

用設備のため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額（6,412千円）を特別損失に計上しまし

た。 

 なお、回収可能額の算定にあたっては、正味売却

価額を用いておりますが、他の用途への転用が難し

い資産であるため、回収可能額は零として算定して

おります。 

場所 用途 種類 減損損失 

ＯＡナガシマ 

静岡店 

(静岡市葵区) 

店舗設備  

建物  

工具、器具及

び備品 

1,106千円

219千円

 

ｅ－ｚｏａ 

(静岡県沼津市) 

事業用 

設備  
ソフトウェア  5,086千円

    当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

    当社は、店舗設備については各店舗毎にグルーピン

グを行っており、本社設備及び物流設備（ロジステ

ィックスセンター）については、共用資産としてグ

ルーピングを行っております。 

 上記記載の設備は販売不振のため使用価値が見込

めない事業用設備のため、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額（ 千円）を特別損失に

計上しました。 

 なお、回収可能額の算定にあたっては、正味売却

価額を用いておりますが、他の用途への転用が難し

い資産であるため、回収可能額は零として算定して

おります。 

場所 用途 種類 減損損失 

コンピュータプラザ

ＺＯＡ 

岡山店 

(岡山県岡山市) 

店舗設備  

建物 

構築物 

工具、器具及

び備品 

千円

千円

千円

 

568

217

919

コンピュータプラザ

ＺＯＡ 

相模原店 

(神奈川県相模原市)

店舗設備  

建物 

工具、器具及

び備品 

千円

千円

 

3,661

98

ＢＹＱ－ＰＬＡＺＡ

沼津国一店 

(静岡県沼津市) 

店舗設備  

建物 

構築物 

工具、器具及

び備品 

千円

千円

千円

 

1,984

351

444

8,245
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前事業年度（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加654株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

２．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

当事業年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加507株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  22,965  －  －  22,965

合 計  22,965  －  －  22,965

自己株式         

普通株式（注）  566  654  －  1,220

合 計  566  654  －  1,220

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月17日 

定時株主総会 
普通株式  55,997  2,500 平成20年３月31日 平成20年６月18日 

平成20年11月７日 

取締役会 
普通株式  55,697  2,500 平成20年９月30日 平成20年12月５日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成21年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  54,362 利益剰余金   2,500 平成21年３月31日 平成21年６月25日

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  22,965  －  －  22,965

合 計  22,965  －  －  22,965

自己株式         

普通株式（注）  1,220  507  －  1,727

合 計  1,220  507  －  1,727
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２．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（注）平成22年６月24日開催予定の定時株主総会において議案として付議する予定であります。 

当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金繰り計画に照らして、必要な資金を調達しております。なお、資金調達については、銀行借

入による方針です。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である売掛金は、クレジット会社・顧客の信用リスクに晒されています。また、賃貸物件に係る

差入保証金は、債権者の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、債権管理方針に従い、取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。差入保証金は、主に当社店舗の賃貸に係るものでありま

す。 

 営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日です。 

 借入金は主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後４年でありま

す。このうち一部のものについては、固定金利による契約としており、金利変動リスクを回避しておりま

す。 

  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  54,362  2,500 平成21年３月31日 平成21年６月25日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成22年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  42,476 利益剰余金   2,000 平成22年３月31日 平成22年６月25日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 560,081

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 ―  

現金及び現金同等物 560,081

  （千円）

現金及び預金勘定 791,664

預金期間が３ヶ月を超える定期預金   ―

現金及び現金同等物 791,664

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 （千円）

１年内 23,293

１年超 194,140

合計 217,434

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 （千円）

１年内 20,893

１年超 173,247

合計 194,140

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(3) 差入保証金 

 これらの時価のうち、店舗施設等の賃借の際に支払った敷金の時価については、将来の回収可能

額からリスクフリーレートで割り引いた現在価値により算定しております。また、その他の差入保

証金の時価については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

負 債 

(1) 買掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2)長期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

２．長期借入金の決算日後の返済予定額 

  

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）

を適用しております。 

  

有価証券 

時価のない有価証券の内容 

  
貸借対照表計上額 

（千円）  
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 

(2) 売掛金 

(3) 差入保証金  

 

  

  

791,664

239,906

404,332

 

 

 

791,664

239,906

381,519

  

  

  

－

－

△22,812

資産計   1,435,902  1,413,090  △22,812

(1) 買掛金 

(2) 長期借入金 

  

  

737,563

1,495,842

 

 

737,563

1,498,781

 

 

－

2,939

負債計  2,233,405  2,236,344  2,939

  １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

長期借入金（千円）  476,342  351,333   334,833  333,333

（有価証券関係）

  

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式  43,481  －
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１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成21年３月31日）及び当事業年度（平成22年３月31日） 

期末残高がないため、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社が利用しているデリバティブ取引は、金利関連で

金利スワップ取引があります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、金利関連では借入金利を固定化

ないしは将来の変動リスクを回避する目的で利用してお

ります。 

(3）取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について、金融商品会計基準に

定める特例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段・・・・・金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・・・借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段・・・・・同左 

   ヘッジ対象・・・・・同左 

③ ヘッジの有効性評価の方法 

 当社の利用している金利スワップ取引は、金融商

品会計基準に定める特例処理の要件を満たしてお

り、有効性の評価を省略しております。 

③ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。なお、取引相手先は、高格付を有する金

融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどない

と認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 新規デリバティブ取引契約の締結は全て取締役会の決

議事項とされ、既存デリバティブ取引の執行・管理につ

いては、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行って

おります。また、ヘッジ会計が適用されている場合を除

き、デリバティブ取引の時価等に関する事項について

は、月次報告資料として、全ての常勤取締役及び常勤監

査役に周知されております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）

 該当事項はありません。 

（退職給付関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は退職一時金制度を設けております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

２．退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日現在） ２．退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日現在）

(1）退職給付債務 55,905千円

(2）退職給付引当金 55,905千円

(1）退職給付債務 千円66,940

(2）退職給付引当金 千円66,940

 （注）退職給付債務の計算については簡便法を採用し 

    ております。 

 （注）退職給付債務の計算については簡便法を採用し 

    ております。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） （自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

(1)勤務費用 10,679千円

(2)退職給付費用 10,679千円

(1)勤務費用 千円11,620

(2)退職給付費用 千円11,620

４．退職給付債務等の計算に関する事項 

退職給付債務は、退職金規程に基づく期末自己都合退

職金要支給額としております。 

４．退職給付債務等の計算に関する事項 

同左 

（ストック・オプション等関係）
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）

該当事項はありません。 

前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）

 該当事項はありません。 

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 19,445

ポイント引当金 24,734

退職給付引当金 22,390

減価償却超過額 4,894

未払事業税 2,774

役員退職慰労引当金 9,355

その他 36,790

繰延税金資産小計 120,385

評価性引当額 △8,734

繰延税金資産合計 111,650

繰延税金負債 －

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 111,650

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 16,937

ポイント引当金 14,599

退職給付引当金 26,444

減価償却超過額 6,843

未払事業税 1,359

繰越欠損金 35,382

その他 24,952

繰延税金資産小計 126,518

評価性引当額 △22,294

繰延税金資産合計 104,224

繰延税金負債 －

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 104,224

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。 

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。 

流動資産 ― 繰延税金資産 60,855千円

固定資産 ― 繰延税金資産 50,795千円

流動資産 ― 繰延税金資産 千円70,287

固定資産 ― 繰延税金資産 千円33,936

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳    

法定実効税率 40.5％ 

（調整）   

住民税均等割等 45.2％ 

評価性引当額の増加額 3.9％ 

その他 △0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 89.5％ 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳    

法定実効税率 ％ 39.8

（調整）   

住民税均等割等 ％ 35.7

収用換地特別控除 ％ △30.7

評価性引当額の増加額 ％ 26.0

子会社清算損 ％ △25.0

その他 ％ 4.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 49.7

（持分法損益等）

（賃貸等不動産関係）
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関連当

事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。  

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

  

(2）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  

 （注）１．上記(1)及び(2)の金額のうち、買掛金以外には消費税等が含まれておらず、買掛金には消費税等が含まれて

おります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)ダイワボウ情報システム株式会社からの商品の仕入価額については、適宜に他社からも複数の見積を入

手し、毎期その都度価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2)代表取締役社長長嶋豊及び主要株主長嶋しのぶとのコンピュータプラザＺＯＡ秋葉原本店の店舗賃貸借

家賃については、近隣の家賃水準を検討し、協議の上決定しております。 

  

（関連当事者情報）

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職

業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

その他の

関係会社 

ダイワボウ情

報システム株

式会社 

大阪市 

中央区 
 11,813,449

情報機器

卸売等販

売事業 

(被所有) 

直接 

42.30 

商品仕入先 

役員の兼任 
商品仕入  4,030,070 買掛金 499,972

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

役員 長嶋豊 －  －
当社代表取

締役社長 

(被所有) 

直接 

18.54 

店舗の賃借

店舗の賃借 

上記に係る

差入保証金 

 

 － 

11,214 － 

差入保証金 

－ 

15,750

主要株主 長嶋しのぶ －  － － 

(被所有) 

直接 

14.71 

店舗の賃借

店舗の賃借 

上記に係る

差入保証金 

 

－ 

11,214 － 

差入保証金 

－ 

15,750
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当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

  

(2）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  

 （注）１．上記(1)及び(2)の金額のうち、買掛金以外には消費税等が含まれておらず、買掛金には消費税等が含まれて

おります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)ダイワボウ情報システム株式会社からの商品の仕入価額については、適宜に他社からも複数の見積を入

手し、毎期その都度価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2)代表取締役社長長嶋豊及び主要株主長嶋しのぶとのコンピュータプラザＺＯＡ秋葉原本店の店舗賃貸借

家賃については、近隣の家賃水準を検討し、協議の上決定しております。 

  

前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）

 該当事項はありません。 

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職

業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

その他の

関係会社 

ダイワボウ情

報システム株

式会社 

大阪市 

中央区 
 11,813,449

情報機器

卸売等販

売事業 

(被所有) 

直接 

43.31 

商品仕入先 

役員の兼任 
商品仕入  3,900,653 買掛金 313,962

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

役員 長嶋豊 －  －
当社代表取

締役社長 

(被所有) 

直接 

19.30 

店舗の賃借

店舗の賃借 

上記に係る

差入保証金 

 

 

11,214

－

－ 

差入保証金 

 －

12,750

主要株主 長嶋しのぶ －  － － 

(被所有) 

直接 

15.06 

店舗の賃借

店舗の賃借 

上記に係る

差入保証金 

 

 

11,214

－

－ 

差入保証金 

 －

12,750

（企業結合等関係）
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 96,951円47銭

１株当たり当期純利益金額 198円93銭

１株当たり純資産額 円 銭96,702 55

１株当たり当期純利益金額 円 銭1,240 84

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純利益（千円）  4,403  26,561

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  4,403  26,561

期中平均株式数（株）  22,133  21,406

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 平成21年４月22日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、沼津駅北口の再開発（東駿河湾広域都市計画事業 

静岡東部拠点第一地区 土地区画整理事業）に伴い、独

立行政法人都市再生機構との間で、下記のとおり土地

及び建物の移転補償に関する契約を締結いたしまし

た。 

土地の所在：沼津市大手町 

地目：鉄道用地 

地積：1,000㎡ 

物件：建物一棟（帳簿価額 1,220千円） 

物件の移転に関する補償金：42,320千円 

物件の移転・除却に伴う損失補償金：補償期間１ヶ月

につき1,422千円を平成21年４月１日から仮換地の使用

または収益が開始する日から６ヶ月が経過した日まで

収受する。 

 物件の移転に関する補償金のうち、11,539千円は平

成21年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日）

において、残額は仮換地の使用または収益を開始する

ことができる日に、再算定のうえ入金がなされる予定

であります。当該契約の締結が、当社の営業活動等に

与える影響はありません。  

────── 

- 30 -

㈱ＺＯＡ（3375）　平成22年３月期　決算短信（非連結）



 開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

①商品仕入実績 

 （注）１．商品仕入実績の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品仕入実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②受注状況 

 該当事項はありません。 

  

５．その他

(1）役員の異動

(2）生産、受注及び販売の状況

品目別 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

パソコン本体系商品  2,775,316  122.7

周辺機器  2,456,576  94.3

DOS/Vパーツ  2,565,049  86.5

ソフト・サプライ  1,618,811  107.1

バイク関連商品  679,175  104.0

サービス＆サポート  84,700  54.4

合計  10,179,629  100.3
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③販売実績 

・当事業年度の販売実績を「品目別」に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．販売実績の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

・当事業年度の販売実績を「地域別」に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．販売実績の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．販売実績の金額は、ポイント使用（売上値引き）を控除しております。 

  

品目別 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

パソコン本体系商品  2,679,926  109.4

周辺機器  2,647,041  88.0

DOS/Vパーツ  2,777,688  81.2

ソフト・サプライ  2,038,868  92.3

バイク関連商品  785,742  83.3

通信販売  1,263,934  129.4

サービス＆サポート  288,781  70.8

その他（ポイント使用額含む）  △314,957  78.3

合計  12,167,025  93.5

品目別 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

店舗数  金額（千円） 前年同期比（％） 

東北  2  509,769  91.6

関東  4  1,990,845  90.3

東海東部  4  1,278,665  97.7

東海中部  5  2,088,920  93.5

東海西部  4  2,629,183  86.7

北陸  3  1,460,273  86.4

西日本  3  945,431  93.9

通販  －  1,263,934  129.4

合計  25  12,167,025  93.5
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